
No.193 

日本のアンチダンピングの 100年

柴山千里

2020年 12月

小樽商科大学商学部経済学科



日本のアンチダンピングの 100年

柴山千里

2020年 12月4日

小樽商科大学ク。ローカル戦略推進センター



日本のアンチダンピングの 100年

柴山千里1

要旨

日本は、アンチダンピング（AD）法制に 100年の歴史を持っとともに、ダンピング行使国

として諸外国に非難されることにも長い歴史を持つ。同様に AD法制の歴史の古い欧米諸

国が伝統的に AD措置を頻繁に行使する一方で、日本の調査・措置件数は少ない。

本論文では、日本の AD政策を 4期に分けて分析する。第 1期は 1920年から GATT成立

以前まで、第2期は調査も課税もなかった GATT成立以降から 1990年まで、第3期は AD

手続きの試行錯誤期間であった 1991年から 2008年まで、第4期は法制度や手続きの整備

でAD活用がより容易になった 2009年から 2020年ま。でである。

また、ダンピング行使固としての非難に対L、日本が行なった対処についても述べる。日

本に対する最初の激しい国際的非難は、 1930年代に日本が行なったとされる為替ダンピン

グ、ソーシヤノレ・ダンピングであったが、日本は、国内的・国際的な釈明とともに対抗措置

をとった。第ニ次世界大戦後は、民間貿易再開直後からダンピング行使固として非難された

が、 1980年代後半までは、貿易摩擦をニ国間協定により収めることに主軸を置いたのに対

し、 GATTパネルで、勝利して以降、 GATT/WTOを主軸としたJレール志向型解決を求める

ようになった。第4期では、アンチダンピング使用の規律強化・透明性を国際的に要求しつ

つ、それと整合性を保つように積極的運用を行なおうとしている。
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1.はじめに

日本は 2つの意味で、アンチダンピング（Antidumping:AD）に長い歴史を持つ。一つは、

法制化が早かったことである。日本が AD法を制定して 2020年で 100年経つ。 GATT成

立以前に AD法を法制化したのは日本を含めて 8カ閣に過ぎない。 2つめは、ダンピング

行使国として批判され、 AD措置を受けることに長い歴史を持つことである。最初の非難の

集中砲火は、日本が為替ダンピング、ソーシャル・ダンピングを行なっていると盛んに攻撃

された 1930年代である。第二次世界大戦後も民間貿易を再開してすぐに日本の綿製品はダ

ンピングであると問題視された。その後、鉄鋼、家電製品、ハイテク製品と日本の輸出品が

次々と ADの対象とされ、 2019年時点で WTO成立以降、 AD措置を受ける国・地域の第

5｛立につけている20

AD法の歴史の古いアメリカ、欧州諸国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドは、

AD措置の伝統的行使固と言われている3a一方、日本の調査・措寵件数は少なく、表1にあ

るように、 100年の問、対象産品別で数えて、調査が 14件、新規の AD確定税が9件にす

ぎない。 Zanardi(2004）は、日本のケースは「独特（peculiar）」と称している。

表2は、日本の AD政策が少ない理由について言及している文献である。記述的研究（松

下（1978）、 Yoshimatsu(2001）、阿部（2013）、 Song&Lee(2013））、通商産業省（Ministryof 

International Trade and Industry: MITI）や財務省の官僚による講演録や論文（藤井（2006）、

秋田（2011））、企業の法規担当部長の発言等（小寺他（2009））など様々であるが、これらの選

考文献において指摘されていることをまとめてみると、 1960年代までは、輸入貿易管理秩

序を基礎とした厳しい輸入管理があり、 1960-70年代の経済成長期は保護措置を用いる必

要がなかった（松下（1978））とされている。続く 1980年代半ばまでは産業間貿易が主であり

輪入圧力を被った企業が少ない（Yoshimatsu(2001）、秋田（2011））という指摘がある。また、

産業側の理由としては、日本の産業が競争力を持っていた（松下（1978）、小寺他（2009））、

1980年代以降の日本の輸入の増加は日本企業の子会社や関連会社からのものであった

(Yoshimatsu(2001）、秋田（2011））、川上産業と川下産業の利害が対立して提訴できなかった

（阿部（2013））という理由が挙げられている。政策的な理由としては、産業政策で救済するこ

とにより貿易救済措置の必要がなかった（Yoshimatsu(2001）、藤井（2006））、日本で競争力の

ない農業は貿易自由化の対象外、繊維は MFAの下で、管理貿易だった（阿部（2013））、貿易黒

字による貿易摩擦下の 1980年代の日本においては通高政策上の目的は市場開放で輪入制限

的な AD政策は取りづらい（Yosliimatsu(2001）、 Song& Lee(2013））、 1970年代以降の日本

は貿易救済措置の被発動国として運用の規律強化を訴えてきた立場上行使に慎重だった（阿

部（2013））などが挙げられている。また、法律が未整備で運用に耐えなかった

(Yoshimatsu (2001）、小寺他（2009）、阿部（2013））という法律的な理由、日本人は訴訟嫌いで

2 WTOのAntidumpinggatewayの資料参照。

3 Niels(2000）、 Zanardi(2004）参照。

2 



貿易救済措置を権利として使おうという傾向が薄い（Yoshimatsu(2001）、藤井（2006））という

文化的理由なども指摘されている。

しかしながら 100年のスパンで見ると、前述のような理由も見受けられるが、日本政府が

一貫して穏便な通商政策を行ってきたわけではないし、 1970年代以降はどの産業も競争力

を持っていたわけではなく、 ADに救いを求めたが政府がそれを許さなかった時期もあるこ

とがわかる。使用を控えたことが、法整備を疎かにし、手続きのノウハウの蓄積を遅らせた

側面があり、日本は、法制化は早かったものの、戦後 40年余りは GATT加盟後に ADを

導入したが使用することがなかった発展途上国と経験的には同レベルだったのである。

本論文では、 1920年から 2020年までの日本の AD政策を4つの時期に分け、それぞれ

の時期の特徴について ADを用いる立場と課される立場から記述的に分析してゆく。第 1

期は GATT成立以前であり、第2期は GATT成立以降から 1990年までの調査も課税もな

かった時期である。第3期は、最初の課税至った AD調査が開始された 1991年から 2008

年で、調査当局による GATT/WTO体制下の AD手続きの試行錯誤期間である。第4期は

2009年から 2020年で、調査当局に調査・課税・資料開示のフォーマットができ、当局が相

次いで申請要件を緩和し、ほぼ毎年のように AD調査と課税が行われるようになった時期

である。なお、 2015年からは経済産業省（MinistrγofEconomy, Trade and Industry: METI) 

が企業向けに啓蒙活動を行うようになっている。

さらに 1980年代以降の ADの申請者についての分析も行なっている。 1980年代から

2001年までの申請者は、日本の高度成長が終アし、経済成長率が低下したときに、設備稼

働率と利益率が長期的に低迷した産業、いわゆる「構造不況業種」であることがわかった。

政府の産業政策のもとで、産業内で協調して過剰設備投資を処理していたが、それだけでは

不十分であり、さらに ADに活路を見出した。一方、 2007年以降の申請者は、化学産業が

多く、一度申請した企業が再び申請する、いわゆるリピーターが登場するようになってきて

いる。

あわせて、日本の AD手続きや措置の特徴も分析している。第 3期の申請から調査開始

までの期間は平均 63日と 2ヶ月を基準とする日数より多く、調査開始から終了まで平均

471日と 1年を超える長さであり、最初の 3件は暫定税も課さなかった。また、最初の2件

のAD税率は、申請者が申告したダンピング・マージン（DumpingMargin: DM）を大きく下

回るものであった。一方、第4期になると、申請から開始までの日数は 30.4%、調査開始か

ら終了までは 16.1%減少し、暫定税も課されるようになった。課税率も、ファクツ・アベイ

ラフツレ（FactsAvailable: FA）や中国に対する非市場経済問（NonMarket Economy: NME）を用
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いることで、企業ベースで算定した ADの平均関税率は第 3期より 266%上昇した450 アメ

リカの商務省の DMを分析した研究では、 Baldwin& Moore(1991）、 Lindsey(2000）、

Moore(2006）、Blonigen(2006a）がFAにより平均より DMが上昇することを指摘しており、

Blonigen (2006a）は NMEにより平均より DMが高めに算定される乙とを指摘している。日

本においても同様の傾向性が見えることがわかった。

最後に、日本の ADの動向であるが、藤井（2006）は、「貿易摩擦の呪縛はすでに解けてj

おり、構造調整政策も行われなくなったため、今後は増えてゆく可能性を示唆しており、

Song & Lee(2013）は、 METIは AD行使に前向きであると指摘している。一方、

Yoshimatsu(2001）は、日本は WTOで、 ADの透明性や AD使用の抑制を訴えていることか

ら、必ずしも頻繁な運用はしないだろうと予測している。しかし、 METIは、 2009年以降、

申請要件の緩和や企業が申請をしやすいような環境整備を行っている。また、第4期では、

手続きの期間が短くなり、高い DM税率になっている。このことから、企業にとっては提

訴のコストは減少し、期待収益は高くなったため、 AD申請は増えて行くだろう。今後は、

日本はアンチダンピング使用の規律強化と透明性を国際的に要求しつつ、それと整合性を

保ちながら、積極的な運用が行われるだろう。

以下、第2節では日本の AD政策の通史を 4つの時期に分けて論じ、第3節では、日本の

AD申請者やAD措置の特徴について述べ、第4節で結語を述べる。

2.日本の AD通史

先に述べたように、日本の AD政策の 100年を 4つの時期に分けて分析する。日本の AD

法令・ガイドライン年表は、表3を参照されたい。

2-1. GATT成立以前

第一次世界大戦後、通貨価値が下落した欧州諸国の工業製品が通貨の安定した国に大量

に廉売される現象が起こったことに対抗して、日本は 1920年に関税定率法の中に不当廉売

4 FAとは「知ることができた事実Jのことを苦い、利害関係者が情報提供をしなかった

り、調査当局の調査を著しく妨げた場合、調査当局は知ることができた事実に基づいて

DMを決定することができる。 FAには、公表情報などのニ次的情報や申請書の情報が含

まれる。 AD協定 6.8条に規定されている。

5非市場経済国は、市場経済の条件を満たしていると証明できる証拠がない場合、価格の

比較において国内価格は採用されず、第三国である代替国の価格を用いるというものであ

る。市場経済問は、ガイドラインでは、①価格・費用・生産・販売・投資に関する生産者

の決定が市場原理に基づ、き行われており、政府の重大な介入がない、②主要な投入財の費

用が市場価格を反映している、③労使聞の自由な交渉により労働者の賃金が決定されてい

る、④生産手段の政府による所有または管理が行われていない、⑤その｛也市場経済の条件

が浸透していると認められる、と規定されている。
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関税の規定を設けた60 

条文は、外国の廉売品の輸入により日本の産業が危害を受ける場合、不当競売委員会の審

査を経て、その輪入品の「正当価格と同額以下の関税をj追加徴収するというものである。

不当廉売委員会は、会長に農商務大臣をあて、関係各庁の高官及び学識経験者からなる委員

20名以内で構成され、「委員会の決議は、農商務大臣の意見を付けて大蔵大臣に移牒され、

大蔵大垣は、これに基づいて必要と認めるときは」 AD税を課す命令を発することとなった

にこのように、日本の AD政策は、 AD法の成立当初から所轄官庁が関税を司る省庁と産

業を司る省庁の共働により行われるように定められた。 AD調査が、 AD専門の担当部局を

持たず、官庁横断的なフ。ロジェクト・チームとして行われるという日本の ADシステムが

この時から作られたのである。

この法律のもとで 1930年代に 3件の調査開始が行われたが、いずれも課税にまで、は至っ

ていない。以下、この 3件について大蔵省関税局（1977）に基づき説明しよう。

日本は、第一次世界大戦以降停止していた金先換を 1930年に再開（いわゆる金解禁）した

ことにより円高傾向となり、大恐慌による影響も相まって、輸入急、増に苦しむ業界が出てき

て問題視されるようになった。

1件目はケニア産ソーダ灰事件である。 1930年にイギリス系企業ブラモンド社を中心と

したソーダ灰の値下げ競争が行われたことから、産業確立期にあった日本の製造業者は打

撃を受けたとして、政府に対し AD税を課すように陳情し、調査が開始された。しかし、問

題のソーダ灰は、アフリカのケニアにあるマガジ湖にわき出ているソーダをくみ出して作

られたもので、運賃と手間賃以外にほとんど費用のかからないものであったため、不当廉売

とするかは非常に微妙な問題となり、課税には至らなかった。結局、 1930年 12月に内外の

ソーダ生産者がマカゃシ・ソーダの価格を引き上げる暫定協定を結ぶことで問題は決着した。

2件目はイギリスとドイツ製の硫酸アンモニウム事件である。 1929年に欧州｜の窒素シン

ジケートが協定を結び欧州域外に輸出先を求めたことから、イギリスやドイツの企業がア

ジアに硫酸アンモニウムを売り込むようになり、金解禁と農業恐慌で暴落していた市場価

格がさらに下落した。このため、日本の硫酸アンモニウム業者は、 1930年春に政府に対し

不当廉売関税の適用を陳情し、 3月中旬に調査開始された。しかし、硫酸アンモニウムの消

費者や農林省といった政府の内音防＝らも強い反対がなされた。このことから、日本の業者は、

外国の硫酸アンモニウム企業の東京支社長と販売協定の交渉を画策したが政府の反対にあ

い成約せず、 1931年に政府が輸入許可制を採用することで決着した。

3件目はインド製銑鉄事件である。 1931年下半期には、もともと安価であったインド銑

鉄の価格が急落したことから 11月に銑鉄協同組合が大蔵省と商工省に陳情したが、1932年

の関税定率法改正による関税引き上げで対処したため、不当廉売関税を用いることはなか

6大正 9年 7丹26日法律第4号第5条の 2o

7大正9年 11月25日勅令第 549号。大蔵省関税局（1977)p.445ページ 14行目から 15行

目参照。
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った。

一方、この頃から、日本はダンピング輸出固として非難されることになる。 1931年 12丹

に日本は金輸出を禁止したことで変動相場制に移行したところ、為替相場が急落した日。こ

れにより繊維製品を中心に日本の輸出が急拡大し、欧米諸国やインド、南アフリカなどから

日本製品に対して関税引き上げ、輪入制限の措置がとられるとともに、日本は為替ダンピン

グ、ソーシャル・ダンピンクゃをf子っているとしてイギリス、オランダ、インドなどから手ド要住

された9aそれに対して、高橋亀吉や石橋湛山らが反論を展開した伯、当時110の事務局次

長であった Maurettoが 1934年4月に来日時に、日本政府が用意した 22の工場視察を案内

するなど日本の実情を｛云えて、日本にソーシヤJレ・ダンピングはないとの趣旨の報告書につ

なげた100 

さらに、うち続く対日通商攻撃への報復措置も敢られた。 1934年に「貿易調節及ピ通商擁

護ニ関スル法律Jが成立し、 1943年まで存続した。これは、外国が日本に対して保護貿易

措置に対応して貿易を調節または通商を擁護するために政府が必要に応じて輸入税や輸入

禁止措置を取るもので、 1935年にカナダ、 1936年にオーストラリアに対して発動し、どち

らにおいても相手国からの譲歩を勝ち得ている110

2-2. GATT成立以降から 1990年まで

国際社会復帰後の日本の貿易政策は、第二次世界大戦後の国際貿易体制を再建するため

に企図された国際貿易機関（InternationalTrade Organization: ITO）の ITO憲章に準じると

いうもので、あった。そのことから、 1955年の日本の GATT加盟に先立つ 1951年、 GATT

第6条の規定をあらかじめ園内法に反映させる形で、不当廉売関税の規定において課税す

る税率を正当価格と不当廉売価格との差額に相当する額の関税を賦課できることと改正し

た120

1968年には、ケネディ・ラウンドの AD協定が国内法として効力を持つ条約として公布

された。これに基づき、 AD制度の運用をするための手続きを AD協定上認められる範囲内

で整備することになり、不当廉売関税に関する条文（関税定率法第 9条）が改正され、併せて

新設された政令で、 AD調査手続きの具体的運用が定められた13。政令では、申請書面の内

容と提出先、大蔵省、産業所轄省、通商産業省（Minist1yof International Trade and 

Industry:MITI）が連携して調査すること、暫定措置等が明記された。しかしながら、この段

8畑瀬（2002）によれば、 1931年 12月の金輸出禁止以前から 1932年 12月までの 1年で約

60%の為替下落をした。

9奥（2009）参照。

10高橋（1934）、石橋（1971）、 Mauretto( 19 34）参照。

11経済安定本部貿易政策研究会（1950）参頼。

12昭和 26年3月31日法律第 110号。

13昭和 43年 3月30日法律第5号、昭和 43年7月4日政令第 233号。

6 



階では、実際の調査に関する細かな規定は全く作られていなかった1¥

1980年、東京ラウンドの AD協定に準じ、不当廉売関税に関する法律と政令が全部改正

された15aそれまで用いられていた明確に定義のない「正当価格Jは「輪出国における消費

に向けられる当該貨物と同種の貨物の通常の商取引における価格jとしての「正常価格Jに

置き換えられ、不当廉売関税は「当該貨物の正常価格と不当廉売価格との差額に相当する額

と同額以下Jと改定された。

この時期は、 1件の調査もなかったが、民間貿易が再開された 1947年から 1964年まで

は管理貿易の時期であり、1965年から 1980年まで、は産業側にニーズがなく、1980年代は、

産業側のニーズがあったが当局が調査に消極的だったという事情があった。

まず民間輸入が再開された 1947年8月から 1960年までは厳しい貿易制限がなされてい

た。 1952年の講和条約までは日本及び日本の貿易は連合国の監視下にあった。その後、日

本は国際社会の一員として復帰したが、 1950年代は国際収支の擁護を目的とした為替規制

が行われており、外貨割当措置や輸入数量制限措置が実施されていた。しかし、 1959年k

IMF、GATTで相次いで輸入自由化を要請され、国内でも経団連など産業界から輸入自由

化への要請が高まったことから、 1960年 6月 24日に「輸入為替自由化計画大綱jが閣議

決定され、日本は 1963年2月20日には国際収支を理由とする貿易制限を禁止する GATTll

条国へ、1964年4月1日に国際収支を理由とする為替制限を禁止する IMPS条閣に移行し、

貿易自由化が進展した。 1964年までは輸入超過傾向にあった貿易収支は、 1965年以降、輸

出超過基調に転じた。

続いて日本が AD調査を行わなかった理由として浮上したのは、日本の貿易構造が産業

間貿易の傾向が強かったことから、輸入により損害を受ける企業が少なかったことが上げ

られる。表4は、 Lincolin(l990）による SITC3桁分類で全品目に関して 1959年から 1985

年までの日本を合めた主要4カ国の産業内貿易指数を示したものである。期間を通じて日

本は他の主要国より格段に低いことが見て取れる。さらに、他国が年を経る毎に産業内貿易

指数が増えていることに対して、日本は 1975年、 1980年は減少し、日本が貿易自由化を開

始した時期のレベルにまで下がってしまった。この理由として、法専・伊藤・貝沼（1991）は、

1970年代の二度の石油危機により原油価格および一次産品の価格が高騰したことによる影

響と、日本経済が資源依存の少ない機械産業などの分野に特化して国際競争力を急速に高

めたことで産業内貿易指数を低下させたからとしている。

Blonigen &Prusa(2008）によれば、 1980年代は、世界的に 70年代の少なくとも 2倍にあ

たる AD提訴の増大が起こったが、その理由は、 (1）貿易自由化の進展、（2）使い勝手の悪

14例えば、 GATT COM.AD/1119. January 1971参照。 Committeeon AD Practiceが価

格調査手続きに関して各国へ行った質問に対して「Japanhas no standard procedur咽eor 

standard documents for price investigations in respect of foreign supplier.Jと回答してい

る。

15 昭和 55年 3月31日法律第7号、昭和 55年 5月24日政令 137号。
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いセーフガード条項の代替措置としての利用の増加、（3)AD基準の緩和が上げられている。

(3）については、東京ラウンドの AD協定の 2つの条項の緩和が重要視されている。第一に、

ダンピングの定義の拡大である。以前は、同一段階で比較じた企業の国内販売価格が輪出価

格より高ければダンピングと認定されたが、「公正価格より低い(lessthan fair value）」、具体

的には原価割れ販売も加わったのである。第二に、実質的損害認定の緩和である。ケネディ・

ラウンドの ADコードでの実質的損害規定が「明白に実質的損害の主な理由（demonstrably 

the principal course of material injmy）」とする必要があったものが、必要で、はなくなったの

である。

日本でも、 1980年代には、申請をめざし証拠を収集し、実際に申請する産業が現れた。

実際に申請したケースは、繊維2件、鉄鋼 1件である。また、これとは別に鉄鋼 1件、若油

化学2件、繊維2件で申請を目指す動きがあった16。

その一方で、 AD調査手続きが不明確であること、政府とくに MITIが調査開始にすら消

極的であることが問題視されていた。これを受けて、日本繊維産業連盟は 1985年より制度

の不備を指摘し、専門部局の設置、調査開始の早期化、申請書類の内容の明示化、政府の裁

量の余地を減らす、園内価格の原価割れに関する取扱いの明確化などの改正を求めた。また、

輸出主体の業界や輸入商社が加わっている経団連は、日本繊維産業連盟よりは慎重な立場

だったが、申請必要書類の内容や調査決定までの期間は明示するように訴えてゆく方針を

示した170 日本繊維産業連盟と経団連は、大蔵省の協力のもとに AD・ 補助金相殺関税

( Countervailing Duty: CVD）に関して手続きの規定を明らかにしたガイドラインを 1986年

に制定させた180

MITIがADを用いることに消極的であったのには理由がある。 1980年代は、日本の莫

大な貿易黒字が欧米で問題視されており、 MITIにとり最大の課題は日本の市場開放であっ

た。このため、関税をかけてまで輸入を制限する政策には消極的にならざるをえなかった19a

このような MITIの姿勢は、次のような形でAD抑制に働いた。

1980年代に AD申請をしようとする産業団体は製造業に限られていたが、製造業にはそ

れぞれ産業国体を所轄する MITIの原局原課が監督していた20。したがって、各産業団体は

AD申請にあたっても、まずは現局原課に相談しなければならなかった。調査要員が十分で

ない中小企業が多い産業団体の場合、申請書類を揃えるためにも MITIに相談する必要性に

追られていたのである。しかしながら、輸入制限的な政策が省内の合意を得ることは難しい

16 Yoshimatsu(2001）参照。

17 以上「日本企業、ダンピング提訴してみたら…：手続きの不備と腰重い行政が壁。j日本

経済新聞、 1986年5月1日参照。

18 Yoshimatsu(2001）参照。

19 Yoshimatsu(2001）参照。

20原局とは一つの産業を直接監督する政府の役所であり、さらに細かく分けられた原課が

その下にある。「原局」「原課」については、小宮他（1982)p.17～18参照。
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ことから、原局原課は産業団体から相談を受けたとしても、AD申請に協力的で、はなかった。

また、申請しようとする産業団体も、後の行政指導のことを考えて原局原課の意向に逆らう

ことは要任しかったのである210

このような中でも 1980年代には 3件の AD申請がなされたが、すべて申請者の提訴取り

下げで終了している。

1件目は、 1982年の日本紡績協会による韓国産綿糸に対する ADとパキスタン産綿糸に

対する CVD申請である。これに対し、 MITIが調整役に入札日本紡績協会は 1983年 1月

に韓国、 2月にパキスタンと産業内でミーテインクゃを行った。 1983年4月に韓闘が輸出自

主規制を行うこととなり、日本紡績協会は直ちに申請を取り下げた。また、 8月にはパキス

タン政府が輸出補助金を取りやめたため 1984年2月に日本紡績協会は提訴を取り下げた。

2件目は、1984年3月の日本フエロアロイ協会によるフランス、ノルウェーに対する AD、

ブラジノレに対する CVD申請である。日本フエロアロイ協会は、 1982年 11月より提訴準備

を行っていたが、貿易不均衡の解消を優先する MITIにAD提訴を反対されたため、フエロ

シリコンのユーザーである鉄鋼業者の支持を貰い政府に働きかけて MITIの合意を取り付

けたときには、準備から 1年半経っていた。この頃、組鋼生産の世界的な田復に伴いフエロ

シリコンの輸入価格は急上昇しているとともに、 3国の政府が日本企業に不公正輸出を阻

止すると報告したことから、 1984年6月には政府は暫定調査を延期する決定をし、日本フ

エロアロイ協会は提訴を取り下げた。

3件目は、 1988年 10月の日本ニット工業組合連合会による韓国製ニット製品の提訴で

ある。 MITIが資料不十分としたため、 11月、 12月に追加資料が提出され、政府は 1989年

1月に調査開始を行う方針を固めた。その後、日韓政府と両国のニット工業会による四者協

議により 2月に韓国の輸出自主規制が決まり、 3月に提訴が取り下げられた。

このように、 1980年代には、 AD申請は行われたものの調査する以前に MITIが国内申

請者と外国政府、外国の業界団体との問で交渉することで貿易紛争を解決していた。

AD被提訴国としての日本は、戦前から引き続き、戦後も長く苦しむことになった。第二

次世界大戦後日本が民間貿易を始めたのは 1947年 9月からだが、 1949年よりアメリカ、

カナダ、イギリスから日本がダンピングをしていると非難されるようになった。 1950年3

月にはカナダが日本製メリヤスシャツに AD税を賦課し、 1950年5月には、日米英綿業会

談が行われ、ダンピングではないが、日本の低価格が問題であると指摘されている22a 1950 

年代は、日本の主要な貿易相手国であるアメリカにおいて日本製の繊維製品、精密機械、写

真機、ラジオ、家庭用ミシン等の良質安価な製品の輸入が問題視され、最終的に日本側の輸

出自主規制により解決された23a

21 以上「日本企業、ダンピング提訴してみたら…：手続きの不備と腰重い行政が壁。J日本

経済新聞、 1986年5月1目、 Yoshimatsu(2001）参照。

22経済安定本部貿易政策研究会（1950）参照。

23 関西経済連合会（1959）参照。
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1960年代に入ると、トランジスタラジオの日本製受信用真空管が 1960年にアメリカか

ら提訴され、ダンピングなしと認定されていたが、 1967年にケネディ・ラウンドによる関

税一括引き下げが行われたことから、アメリカでは輸入急増に拍車がかかり、これに対抗し

て、改めて日本製テレビ、電子部品、板ガラスなどに AD提訴がなされ、テレビ受像機など

数件に AD課税が課された24。

1970年代は、日本は提訴される傾向が強まった。 GATTに通報された被提訴因を 1件と

数えた 1970年7月から 79年6月末日までの AD調査開始件数663件のうち、 18.25%は日

本を対象としており、アメリカの調査開始に限ると 37%に上っている。確定税では、全体

の23%、アメリカは 44%、カナダは 21.1%、ECは12%が日本に対して課税している。価

格約束も合めて日本が措置された件数は、全体の 9.1%、アメリカは 45.3%、カナダ 21%、

ECl0.1%、オーストラリア 6%が日本を対象としている。価格約束も合めて日本が措置の対

象とされた産品は、機械が 36.3%、鉄鋼・鉄鋼製品が 14.5%、化学、繊維・繊維製品が 7.3%

を占めており、当時の日本の輸出に高いシェアを占めている産品が対象とされていること

がわかる。

1980年代は、それ以前より AD調査と措置が倍増したことはすでに述べたが、日本が世

界で最も AD調査と措置を受けた時期であった。 Zanardi(2004）によれば、日本は 1981年

から 1987年までは AD調査と措置を受けた閏の 1位であり、 Boltuck& Litan (1991）によ

れば、1980年から 89年にアメリカがAD調査の標的とした国のダントツ 1位であった25260 

このように日本企業がダンピング提訴を受けるケースが増えたことを重く見て、 MITIは

2つの措置をとった。第一に 1984年の「公正貿易センター」の設立である。公正貿易セン

ターの業務は、 ADを中心にした特殊関税に関する情報の収集・提供、調査研究、啓蒙であ

る。産業界からは、鉄鋼、電子、貿易、繊維、石油化学、自動車、産業機械など 20の業界

団体が参加した。同センターは、海外の ADの運用状況を分析し、日本の対応策を検討する

ための調査研究を行い、講習会や海外の ADについての専門家を招いたシンポジウムを開

催し、業界団体の啓蒙に努めた。第二に、 MITIは、 GATTのAD委員会や補助金相殺関税

委員会の会合で濫用の是正を働きかけるようになった27aこれらの動きは、 1990年代の

GATT重視のルール指向型へ日本が舵を切るための準備段階となった。

24大高（1971）、松下（1971）参照。

25 1981年から 1987年の聞に、 AD調査の対象となった第 1位は日本（105件）、次いでア

メリカ（103件）、西ドイツ（72件）、韓国（61件）、ブラジ、ノレ（50件）

26 1980年から 89年の間に、アメリカは 451件の AD調査をしたが、一番ターゲットにし

たのは日本（58件）、次いで西ドイツ（29件）、台湾（28件）、韓国（27件）、イタリア（26

件）。 Boltuck& Litan (199l)p.4「Table1-3. Target Countr匂sof U.S. Antidumping and 

CVD Investigations, 1980-89J参照。

27 日本経済新聞 1984年8月30日「『公正貿易センタ－.］設立、対日ダンピング提訴田避

へ、産業界 11月に。j参照。公正貿易センターは、 2013年に廃止された。
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2-3.AD試行錯誤期間： 1991年から 2008年まで

1990年代より日本は AD調査開始・課税を行うようになったが、その背後には、 MITIの

通商政策のスタンスが変わったことがある。 1980年代までの二国間交渉から GATTJレール

重視へ転換したのである。先立つ 1988年には、 2つの事件があった。一つは、日米半導体

協定により、日本が第三岡市場への価格監視を行っていたことが ECのGATT提訴による

パオ、ル裁定でクロ認定されたことである。二国間交渉でアメリカの要求に従った通商政策

であるにもかかわらず、 GATTの逸脱行為とみなされ日本の責任とされたのである280 もう

一つは、日本の電子部品に対する ECのAD課税に対して日本が初めて GATTパネルに訴

え、勝利したことである29aこれらをきっかけに、日本は、通商交渉において GATT遵守を

盾にするようになり、紛争解決を二国間交渉から GATT/WTOに求めるようになった。

その現れが、 1992年以降日本語版と英語版で毎年 MITIにより発行されるようになった

『不公正貿易報告書』である。 1991年に公正貿易センターが発行した「不公正貿易政策レ

ポートjを1992年に MITI自身が作成、発行することで引き継いだもので、多国間ノレール

に基づいて、通商上日本が置かれている状況が GATT/WTOJレールに照らして不公正だと

思われるものを具体的に記述し、諸外国に是正を要求している300 このルール志向型の転換

政策により、 MITIはGATT/WTOで認められている貿易救済措置である ADを用いる方

向に舵を切ることになる。

表3にあるように、この時期の法改正は 1994年のウルグアイ・ラウンドの AD協定をも

とに関税定率法の一部、 AD等の政令の全部、ガイドラインの全部の改正と、中国とベトナ

ムの WTO加盟に伴う NMEに関する規定を政令およびガイドラインに加えたこと、 2004

年に政令とガイドラインを改正したことである。 2004年改正までは、もともと活用を前提

としていなかったこれまで法令の特徴を継続し、内容はシンプルで AD協定をそのまま書

き写しただけの部分もあり、部分的には GATT/WTOで定めるより厳格でさえあった3¥

2004年の改正では、企業活動のグローパル化に対応するために政令で、「本邦の生産者Jの

範聞を「主たる事業が閣内生産であると認められる場合Jに拡大し、ガイドラインでは「支

配関係」の基準、現地調査、 FA、標本抽出の手続きを明確化するなど、手続きの迅速化し、

透明性を向上させた3＼しかしながら、 AD措置を用いる観点から法の運用を見直すまでは

行かず、「1田1回オーダーメイドのような感じJで手続きを行なっており、まさに試行錯

誤の様相を呈していた330 

28 以上、松下（1988)p.134参照。

29 以上の指摘は、 Yoshirnatsu(2001）参照。

30 日本経済新聞 1991年6月 13日「不公正貿易政策、米は4分野 19項目一貿易投資研が

報告、反ダンピングや 301条j参照。日本経済新聞 1992年4月14日「通産省、不公正貿

易を公表ーガット提訴前提に、「反ダンピングJなど調査。J。
31 Yoshimatsu(2001）、 JII瀬（2005）参照。

32 貿易経済協力局貿易管理部特殊関税等調査室（2004）参照。

33 小寺他（2009)p.146、17行自から 18行目参照。
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この時期、日本がAD調査を行い、課税したのは事件として 4件である。そのうちの 2件

は、 1994年法改正前に行われ、 1件は 1994年改正後、最後の 1件は 2004年改正後に行わ

れた。

日本で最初の AD課税案件となったのは、ノルウェー・南アフリカ・中国製のフエロシリ

コマンガンである3¥1991年 10月に日本フエロアロイ協会より中国・ノルウェー・南アフ

リカに対して申請され、 11月に調査開始、 1993年2月に中国に対してのみ課税を決定した。

ノルウェ一、南アフリカもダンピングの存在は認められたが、損害認定において、中国のシ

ェアが増大している一方で、ノルウェーはシェアが小さく、南アフリカはシェアが一貫して

減少していることから、中園だけが課税対象となった。なお、申し出のあった中国の 2社に

対して価格約束で終了している。ちなみに、価格約束を受け入れたのは本件以外今のところ

ない。

2件目は、パキスタン製綿糸である3¥1993年 12月に日本紡績協会がパキスタン製綿糸

に関し 188社を提訴し、 1994年2月に調査開始され、 1995年 8月に 8社以外に確定税を

課した。その後、パキスタン企業から変更・廃止を求める申請が、 1996年に 2件、 1998年

1件あり、それぞれ調査開始され、 1996年に申請されたものは、無税または引き下げとな

ったが、 1998年に申請されたものは変更がなかった。なお、中間レビューが行われた案件

は、本件以外は今のところない。

WTO体制下最初の案件は、韓国・台湾製ポリエステル短繊維で、ある3602001年2月に国

内の大手合繊5社より韓国 6社、台湾 8社からのポリエステル短繊維の輸入に対して AD

の申請が行われ、 4月に調査開始され、 2002年 7月に確定税が課された。ポリエステル短

繊維の事件は、国内の大手合繊3社により、韓国 8社、台湾 14社を相手どり 2005年6月

に延長申請がなされ、同年 8丹の調査開始を経て、 2007年6月に 5年間の課税延長が決定

された。

2004年の法改正以後最初の案件である電解二酸化マンガン事件は、次のような経緯をた

どった370 2007年 1月に東ソー（株）と東ソ一日向（株）により南アフリカ共和国 1社、オース

34平成3年 11月29日大蔵省告示第 789号、平成5年2月3日政令第 1087号、森川

(1993）参照。

35平成 6年2月 18日大蔵省告示第 39号、平成7年8月4日大蔵省告示第 175号、政令

第 1702号、井川（1995）、平成8年 3月 19日大蔵省告示第 70号、平成8年9月 13日大

蔵省告示第 258号、平成8年5月27日大蔵省告示第 150号、平成9年 5月21日大蔵省

告示第 132号、政令 2141号、平成 10年2月5日大蔵省告示第 29号、平成 11年4月30

日大蔵省告示第 132号参照。

36平成 13年4月23日財務省告示第 125号、平成 14年 7月26日財務省告示第 295号、

政令262号、経済産業公報平成 14年7月26日No.15078、高田（2002）、平成 18年 8月

31日財務省告示第 334号、平成 19年 6月初日財務省告示第 229号参照。

37平成 19年4月27日財務省告示第 265号、平成20年4月25日財務省告示第 144号、

平成 20年6月 13日号外第 125号、政令第 196号、平成 20年 8丹29日財務省告示第
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トラリア 2社、中国 24社、スペイン 2社を相手どり電解二酸化マンガンに関して提訴がな

され、 4月に調査が開始された。 2008年4月に 6ヶ月の調査延長が決まった一方、 2008年

6月に初めての暫定税が課され、 8月に AD税が確定した。さらに 2012年8月、東ソー（株）

と東ソ一日向（株）は、南アフリカ 1社、中国 40社、スペイン 2社を相手どり、課税延長を

申請し、 10月に調査開始され、さらに 2013年 10月に 5ヶ月の調査延長が告示され、 2014

年3月に課税延長が決定された38。課税延長がなされたのは、今のところこの件とポリエス

テル短繊維事件だ、けである。

この時期の AD調査と措置の特徴は、第一に申請から調査開始の時間と調査期間が後の時

期と比べると平均して長いことである。表5を参照されたい。この時期の申請から調査開始

日までの日数は平均 63日でとその後の 43.8日より 20日近く長い。また、調査開始から終

了までの日数は平均 471日でその後の 403日と比べても 2ヶ月以上長い。その上、最初の

3件は、仮決定による暫定税が課されなかった。 4件目の電解二酸化マンガン事件では、

2004年にガイドラインで仮決定を明確化したために、調査延長に合わせて暫定税を課すこ

とができた。

この時期の AD調査と措置の特徴の第二は、当初は申請者が想定する DMよりもかなり

低かったが、 AD調査の経験を重ねるにつれて上がってきたことである。表6によれば、調

査開始を告示する官報に記載されている申請者が申告したDMに比べた確定税率は、0.36、

0.29と最初の 2件の AD税率は非常に低い。ちなみに、フエロシリコマンガン事件は、日

本にこの時期 NMEの規定がないこともあり、 DM算定に当たり、中国国内生産者の圏内販

売価格を採用している3＼ポリエステル短繊維事件で、は、台湾の確定税率は初めて申請者の

申告した DMより高くなっているが、これは台湾が現地調査を拒否したことから FAが用

いられたため、 DMが大きめに算定されたからと考えられる。電解ニ酸化マンガン事件で

は、南アフリカとスペインに対する関税率は申請者が申告した DMよりかなり低いが、オ

ーストラリアと中国に対する関税率は申告した DMを超えている。中でも、中国に対する

調査は、初めて NMEの規定を用いている。

電解ニ酸化マンガン事件は、表5にあるように申請から調査開始までと調査期間が他に

例を見ないほど長かったが、初めて中間報告書がオンライン上で、公表された上で暫定税が

課され、 DMより低い関税率を設けるレツサー・デューティー・ノレールが用いられ、暫定税

率がそのまま確定税に採用されるという方式がそれ以降の日本の AD手続きのデフォルト

255号、政令第 267号、平成 24年 10月30日財務省告示第 341号、平成25年 10月 15

日財務省告示第 334号、平成 26年3月5日財務省告示第 69号、政令第 52号、経済産業

省（2008）参照。

38経済産業省（2014）参照。

39 官報平成3年 11月29日大厳省告示第 789号、平成5年2月3日政令第 1087号、森川

(1993）参照。
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になった400

この時期、日本は引き続きアメリカや EU等により頻繁に AD措置を取られる国であっ

たために、『不公正貿易報告書』や GATT/WTOの場で手続きの規律強化と透明化を求める

活動を行なった。ドーハ・ラウンドにおいては、 2002年2月以降は、「ノレール交渉グループ」

において ADに関する規定の交渉が行われた。その中で、日本は、積極的に議論に関わると

とともに 14カ国・地域と共同提案も行った410AD交渉は、各国・地域ともこれまでのスタ

ンスを大きく変えることなく「ゼロイングJや「サンセットJなどで対立したまま 2020年

に至っている420

2-4. AD手続き確立から啓蒙へ： 2009年から 2020年まで

2009年の政令とガイドラインの改正は、 AD協定と必ずしも整合性を保っていなかった

AD法制を「国内法的な観点から」整備し、「パターン化する」必要からなされた大改正で

あった4＼その後、 2011年、 2016年、 2017年に、申請者の要件の緩和や申請コストの軽減

に繋がる政令やガイドラインの改正が行われた。そして、 2012年よりほぼ毎年 1件のベー

スで調査開始が行われるようになり、 2015年に AD税率が確定した中国製トルエンジイソ

シアナート事件以後は、暫定税を課すときに中間報告書、確定税を課すときに調査結果報告

書を公表するようになった。また、 METIは、 2015年より企業を対象にした AD活用に関

するセミナーを開催するようになった440 METIの「貿易救済措置」のウェブサイトには相

談窓口を設置し、申請の手引きや申請事例、輸入モニタリングシステム、生産動態統計モニ

タリングシステムの公表など申請に有用なツールやデータを公開し、ニュースレターを発

行するなど、啓蒙活動と申請者の申請コストを引き下げる工夫がなされている。

この期の調査件数は 7件である。表5にあるように、第4期は第3期に比べ申請から調査

開始までの期間は 40.4%短縮し、調査開始から暫定税までの期間は 31.9%短縮し、調査開

始から調査終了までの期間は 16.1%縮小した。対象国は、表 1にあるように、第3期に中国

が幾分多いとはいえ、様々な国が対象となっているのとは対照的に、第4期の対象国は課税

40 レツサー・デューティー・ルーノレとは、ダンピング輸入により生じた損害の救済に必要

な限度内でAD税を課すことを義務づけるノレールで、ある。日本は、 WTOの場でこのノレー

ルの義務化を主張している。

41 ADフレンズと呼ばれ、 2000年 10月に発足。日本以外はブラジ、ル、チリ、コロンビ

ア、コスタリカ、香港、イスラエノレ、韓国、メキシコ、ノルウェ一、シンガ〉ポール、スイ

ス、タイ、トルコによって構成される。

42 ゼロイングとは、 DMの算定において、マイナスの DMを0とみなして、算定する方

法で、アメリカが採用している。サンセットとは、 AD税を 5年で終了することを義務づ

けるルールである。

43 小寺他（2009)p.146、72行目、 pl47、13行目参照。

44 小柳津（2019）によれば、日本鉄鋼連盟など主要な業界団体を対象に 2017年に 10回、

2018年に 7固という回数。
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なしとなったインドネシア 1件を除いて韓国と中国が占めている。

また、表6にあるように、第3期に比べると全体的に関税率が高くなっているが、日本が

WTOの場で原則とするように主張しているレッサー・デューティー.｝レールが用いられて、

算定された DMより低い関税率となっている。

申請しようとする企業にとって、ダンピングの事実とそれによる損害があるだけでは、提

訴に到るとは限らない。申請コストよりも期待収益が高くなければ、企業に申請インセンテ

イプはない。その意味で、第4期は、当局による申請コストを低める努力がなされ、 l件の

諜税なしを除いては、比較的高い関税率を実現したために、他の期に比べると、産業にとっ

て申請のインセンティプは上がっている。これが、第3期以前と比べて、件数が多くなった

要因といえよう。

日本の被提訴件数と措霞件数は、第3期より減少したものの、 WTO通報ベースで 2019

年まで年平均7件が調査開始され、 6件が措置されており、この期に措置された件数の多い

固の順位では 6位である。このため、日本は WTOの場で規律強化・透明性を求める立場を

堅持しており、その国際的な日本の立場と、自身の整合性を保つベく AD法制と手続きに

おいては。丁寧かっ透明性のある調査に努めている。従って、調査期間が長くなりがちであ

り、調査報告書には調査の手続過程が詳細に書かれている。そのせいもあり、日本の AD措

置がWTOパネルに提訴されたことは今のところない。

3.日本の ADの特徴

本節では、最初に ADの申請者の特徴を、次いで確定税の特徴を分析する。

3-1.申請者の特徴

日本の AD申請者の特徴は、 1980年代から 2001年までは主に構造不況業種といわれる

産業が行なっていたこと、 2010年代に入るとリピーターが出てきたことが挙げられる。表

7を参照されたい。

設備投資稼働率と利益率が長期的に低迷した産業は、「構造不況業種Jと呼ばれる。 1973

年の第 1次石油危機以降の経済成長の鈍化に伴い、これらの業種を対象に MITIにより産業

調整政策が取られることとなった。 1978年に制定された「特定不況産業安定臨時措置法」

（特安法）により、アルミニウム精錬業、石油化学工業など7業種のほか申請により対象と指

定された産業は、フリーライダー問題が発生しないように政府が介入することで協調して

計画的に過剰設備の処理を行うことになった。その中に、申請により指定された、フエロシ

リコン製造業、綿等紡旗業、ポリエステル短繊維製造業が含まれていた4¥

1979年に第2次オイルショックによる物価の高騰を抑えるための金融引締め政策がなさ

45 岡崎（2012）によれば、この政策が産業の収益性と生産性に与えた効果はそれ以外の産業

に比べて相対的に向上したが、統計的に有意でないため、効果がなかったという可能性を

棄却できない。岡崎（2012)p.42醐 43参照。
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れ、 1980年春から景気の調整局面に入ったため、石油化学工業など基礎素材産業を中心に

新たな構造不況業種が発生した。このため MITIは、 1983年に 5年間を期限とした特定産

業構造改善臨時措置法（産構法）を制定し、 26の産業の過剰設備処理、事業集約化、設備

投資の誘導を促し、独禁法との調整を行った。 26の産業のうち、 11は特安法からの継続で

あり、フエロシリコン製造業、ポリエステノレ矩繊維製造業、塩化ビ、ニル樹脂製造業、洋紙製

造業が合まれている。

一方、繊維産業は、 1980年代以降、厳しい輸入競争に車面しており、園内協調は結果と

して国際競争力の低下を招くという認識が業界に生じていた460 このため、貿易政策を通じ

た輸入制限に強い関心を寄せていた。このため、 1985年には綿糸、綿布、ニット製品に関

し多角的繊維取決に基づきニ国間協定を結ぶベく政府に働きかけるとともに、上述した繊

維産業連盟による AD・ CVDのガイドライン作りに向かつて行くのである470

また、 1987年4月1日に公布・施行され 1996年5月24日までの時限立法であった産業

構造転換円滑化臨時措置法（円滑化法）では、円高等を背景にした急激な需要の減少により生

じた過剰生産能力により事業活動に支障が生じている個々の事業者に対して、設備処理・事

業提携・新規分野への進出を支援した。設備処理に指定されたものは、綿糸又は化学繊維紡

績糸の生産の用に供する精紡機、ポリエステノレ短繊維の生産の用に供する紡糸機、フエロシ

リコンの生産の用に供する電気炉又は平炉が合まれる。

このように、 1980年代から 2001年までに AD措置を申請してきた産業のほとんどは、

産業全体として脆弱性を持っていたために、 MITIに事情を良く把握され、配慮を受けてい

た。しかしながら、 1990年代以降長期的な経済停滞が起こるとともに新規事業や事業再構

築に対して援助を行うという産業政策に移行したため、衰退産業に対する政策はなくなっ

た。一方で、海外からの安価な製品が流入することで国内企業同士の調整どころではなくな

り、これらの産業は ADに保護を求める道を選んだものと考えられる。

一方、 2007年以降の申請は、圧倒的に化学産業が多くなってくるとともに、 2010年代に

入るとリピーターが捜数出てきた。2007年に調査開始した電解ニ酸化マンガン事件は、2012

年に課税延長を申請してさらに 5年の課税による保護を獲得している。また、 2013年に中

国製トノレエンジイソシアナートに対して申請した三井化学（株）は、 2016年に中国製高重

合度ポリエチレンテレフタレートで共同申請している。また、 2015年に韓国・中国製水酸

化カリウムに対して申請したカリ電解協会は、 2020年に韓国製炭酸カリウムに対して申請

46 『日本経済新聞』 1982年6月8日「繊維業界、再生へ自立路線一構造不況法と決別

へ、『協調は国際競争力なくすjj このため、綿等紡績業は産構法の指定を受けず、指定を

受けていた合繊関係の4業種（ナイロン長繊維、ポリアクリルニトリル短繊維、ポリエス

テル長繊維、ポリエステノレ短繊維）は 1986年に指定を取り消された。

47 『日本経済新聞』 1986年7月初日「繊維業界“輸入制限の旗”一時代逆行のようですが

…、まず綿製品に必死。」
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している。

Blonigen(2006b）は、 AD提訴の事前経験が提訴スキルを向上させて高い AD税になる確

率を上げるために提訴件数を増大させ、実際課税ありの確率が高くなるが、めぼしい提訴が

行われてしまうと些縮なケースしか残らないため DMは低くなることを明らかにした。日

本では、リピート率は3件でそれぞれ2回とまだ低い段階であり、さらに提訴が増えるのか

は今後見守っていく必要がある。

3-2.日本の AD措置の特徴

日本の AD事件で

たAD税率を官報と METIが公表している調査報告書から調ベ、平均関税率を算定してみ

た。対象企業数は、全体で 365社である。全体としての 1社あたりの平均関税率は、 22.22%

であり、そのうち第 3期の平均は 14.17%と平均を下回るのに対して、第4期の平均は

51.82%と266%増しになっている。

この大幅な増加の理由は、表6にもある通り、第4期には調査手法に FAとNMEを多用

するようになったことにある。

表8の手法別の企業の平均関税率を見てみると、 FAを用いると全期間では平均関税率よ

り5.2%高い 23.37%である。しかし、第3期と第4期で分けてみると、第3期は平均より低

い14.25%だが、第4期は平均より 152.2%高い 56.05%になる。なぜ、第3期と第4期でこれ

だけ差があるのだろうか。

第3期で FAを用いた綿糸事件やポリエステノレ短繊維事件で、は、ダンピングを行なった

他社の正常価格や輸出価格を参考にして算定を行なっていた。しかし、第4期になると、水

酸化カPウム事件や炭素銅製突合せ溶接式継手事件では、申請者が提出した国内販売価格

を用いたため、被提訴社側に不利な算定となったのである。

FAを用いることで DMが高くなることはアメリカを事例とした幾つかの研究で明らか

にされている。 Baldwin&Moore (1991）は、アメリカ高務省による FAの使用により、 1980

年代において平均28.8%のDMがFAベースの算定だと 38.3%高くなることを示している。

Lindsey(2000）は、アメリカでは FAのときに用いるデータは提訴した圏内企業の申請書の

データを用いることが一般的であるため、被提訴企業には格段に不利に働くと指摘し、 1995

年から 1998年までの聞で、全体として平均 44.68%のDMがFAにより 95.58%に跳ね上

がったことを示している。 Moore(2006）は、アメリカの 1995年から 2002年データで平均

50%、FAを用いなければ 32%だが FAを用いると 74%になると示した。また、

Blonigen(2006a）は、アメリカではダンピング認定を行う商務省の裁量により、 1980年から

2000年の聞で DMがFAの使用で 30.60%大きく算定されることを指摘している。日本に

おいても、 FAの利用により関税率が高く認定されるようになった。

また、 Blonigen(2006a）は、アメリカの 1995年から 2002年データで NME使用により平

均より 24.50%DMが高く算定されることを示した。日本の場合は、 NMEは中国のみが対
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象となっているが、全期間で 48.50%と平均より 118.2%高く算定されている。第3期は電

解二酸化マンガンだけだが平均で 45.71%、第4期は 50.11%で 10%ほど高くなっている。

また、 Lindsay(2000）、 Blonigen(2006a）は、構成価格が DMを高めに算定させるとしてい

るが、日本の場合は、そのようには見えない。第4期の 60.07%は、同時に FAを用いてい

る影響で高く算定されているのである。

表 6にあるように、日本により最も措置された国は、中園、次いで韓国である。 2019年

までに WTOに通報された措置件数が最も多い国は、中園、次いで、韓国であることから、こ

れらの件数が多いのは世界と傾向が同じである。企業別平均関税率で見ると、最も平均関税

率が高いのが中国で、次いで韓国である。両国の国際的な価格競争力に他国のみならず日本

も影響を受けているのがわかる。

品目別で見ると、課税されたのは、鉄鋼、繊維、化学、プラスチックである。 1995年か

ら2019年までの間でWTOに報告された措置された件数の多い順に、鉄鋼、化学製品、プ

ラスチック、繊維製品、機械及び電気機器であるため、日本は世界の傾向と類似している。

繊維の関税率の低さが目立つが、これは第3期の綿糸とポリエステル短繊維で、ある。

DMの大きさは、調査当局の裁量により影響を受ける。第3期は、 DMを小さく算定する

裁量が働き、申請者が申請する DMを遥かに下回る課税率となったが、第4期は、大きめ

に算定する裁量が働き、いくつかのものは申請者が申請する DMを超えるような課税率が

実現している。

4.結語

日本の AD措置が少ない理由は、時期によって異なる。第 1期は、調査は行われたが、他

の方法で解決され、 AD課税に至らなかった。第2期は、 1960年代半ばまでは、貿易制限

的政策により必要がなく、そこから 1970年代は産業問貿易が特徴の日本の貿易構造により

産業界に必要性が見出されず、 1980年代は、産業界にニーズはあったが、 MITIがAD活

用に消極的であった。第 3期は、 GATT/WTOのルールを志向するようになった

MITνMETIが試行錯誤をしながら AD手続きを行なっていたが、申請から開始までの時間

や調査期間が長く、産業にとっては期待した AD税率ではないために申請が魅力的ではな

かった。一方、第4期は、法制度やガイドライン等も整備され、申請要件も緩和され、申請

コストの低減が漸次行われている中、 2012年よりほぼ毎年調査が行われるようになった。

第 3期より全体的に AD税率も高くなり、産業にとっては申請インセンティブが上がるよ

うになった。また、 METIは、産業界に利用を促す啓蒙活動も行なっている。このため、今

後日本の ADは増加してゆくだろう。

しかしながら、長期にわたり ADを行使されてきており近年においても ADを頻繁に行

使される固として、日本は WTOの場で、 ADの規律強化・透明化を求め続けているため、

自らの言動の整合性を保つために、自制的に運用する姿勢は変えることがないと予想され

る。
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表 1 日本で調査開始した ADとその帰結

調査開始年 品目 対象国 結論

1930 ソーダ灰 ケニア 課税なし

1930 硫酸アンモニウム イギリス・ドイツ 輸入許可制

1931 銑鉄 インド 関税定率法で課

税

1991 フェロシリコマンガン 中国・ノルウェ 課税・価格約束

一・南アフリカ

1994 綿糸 ノfキスタン 課税

2001 ポリエステル短繊維 韓国・台湾 課税（課税延長）

2007 電解二酸化マンガン オーストラリア・ 課税（課税延長）

南アフリカ・中

国・スペイン

2012 カットシート インドネシア 課税なし

2014 トノレエンジイソシアナ 中国 課税

ート

2015 水酸化カリウム 韓国・中国 課税

2016 高重合度ポリエチレン 中国 課税

テレフタレート

2017 炭素銅製突合わせ溶接 韓国・中国 課税

式継手

2019 トリスホスフェート 中国 課税

2020 炭酸カリウム 韓国 調査中

出所：大蔵省関税局（1977）、官報より著者作成
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表2 日本でAD提訴や調査や措置が少ない理由について言及した文献

論文名 日本でAD活用が少ない理由

松下（1978) －戦後復興期には、輸入貿易管理令などによる輸入制限を実施し

ていた

－自由化後は工業製品について日本の産業の国際競争力が極めて

強く、輸入品により国内産業を保護する必要が比較的少なかった

Yoshimatsu(2001) ・ADシステムは訴訟嫌いの社会である日本に朗II染まず、人々は裁

判所の外で争いの解決を望む

－日本の製造品の輸入は 1980年半ばまで少なく、輸入圧力を被っ

た日本産業は少ししかない

・ 1980年代に幾つかの最終財の輸入量は増えたが、これらの輸入

の幾つかは日本企業の企業内貿易だった

・MITIは特定の政策目的や産業利益の調整を達成する方法として

産業政策や行政指導を用いてきた

・ 1980年代初めは市場開放が主要な貿易政策の目的で輸入制限を

する AD政策は取りづらい

・ 1994年の改正以前のAD法制は極端に暖昧でシンフツレで、行政

体制も不十分

藤井（2006) －日本企業はアメリカ企業のように貿易救済措置を権利として積

極的に使おうという傾向が薄い上に貿易摩擦に苦しんでいる時に

産業側も貿易救済措置に訴えることに自己抑制が働いた

－日本では構造調整政策があるため、仮に不公正な貿易があった

としても、その影響には国内的な政策手段を使いながらが対処で

きた

小寺他（2009) －圧倒的に日本の産業界が競争力を有していた

－日本政府の基本的哲学として、外聞から不公平・不公正と言われ

ないように非常に慎重に対応していたし、WTOの紛争解決で負け

てはいけないという思いが相当強い

・そもそも使われることが想定されていない制度で、法令の構成

もつぎはぎであり、使い勝手が悪い

－救済というのが企業にとっての権利ではなく思恵という色彩が

強く、政府の裁量行為

－申請の際の困難（圏内産業の要件が厳しい、申請の際に求められ

る水準が高すぎる）、申請後の見通しがわからないなどで産業慨に

申請のインセンティブが喪失
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秋田（2011) ・ 1985年のプラザ、合意以前は、日本の輸入の主体は国産で賄えな

い原油と原材料であり、製品輸入の割合が低く、輸入品と国産品の

；臓烈な競争を行う市場は限定的で発動を求めるまでの状況になか

った

・ 1990年代後半には、製品輸入は拡大したが、直接投資先の自社

製品や合弁企業の製品に転換したものが含まれていると考えら

れ、いわば企業内貿易による輸入増加であるため、 AD発動を求め

る状況にはなり得なかった

阿部（2013) －日本の通商政策の立場が、一貫して輸出固としてのもので、 1970

年代以降、日本は貿易救済措置の被発動国の立場から主要発動固

による保護主義的な法運用による被害を国際社会に訴えてきたた

め、輸出国としての立場との翻離を来すような貿易救済措置の発

動に薦蕗があった

－輸入固として保護の必要性があったのは農産品と織維製品だが、

農産品は貿易自由化の対象外、繊維は MFAの下で、管理貿易だった

－課税申請の際の川下産業と川上産業の利害の不一致の調整が困

難だった

－日本の文化として法的解決より輸出自主規制を好むため、国内

法整備が行われないまま長らく放置されていた

Song & Lee (2013) ・ 1980年代の貿易黒字によって引き起こされた貿易摩擦に対し

MITIはAD利用に強く反対した

出所：著者作成
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表3 日本の AD法令・ガイドライン年表

年 出来事

1920 関税定率法に不当廉売関税の条項（第5条の 2）が追加される。勅令

により調査当局（不当廉売審査委員会）は農商務省に定められ、大蔵

大臣と協議の上大蔵大臣が賦課する関税を決定することとされた。

課税は「正当価格と同額以下の関税j とされた。

1951 第5条の 2を GATT第6条に合わせ課税を「正当価格と同額以下

の関税jの賦課から正当価格と不当価格との「差額に相当する額の

関税jを賦課できると変更。

1968 ケネディ・ラウンドの AD協定に基づき不当廉売関税法全部改正（第

9条）、不当廉売関税に関して規定した関税定率法改正第9条の実施

に関する政令を制定・施行。

1980 東京ラウンドの AD協定に基づき不当廉売関税法全部改正、不当廉

売に関する政令制定

1986 日本繊維産業連盟と経匝連が AD・CVDに関するガイドラインのド

ラフトを作成

1994 ウルグアイ・ラウンド AD協定をもとに関税定率法の一部を改正す

る法律（この際、第9条を第8条へ）、 AD等の政令の全面改定、ガ

イドラインの全部改定

2002 中国の WTO加盟により非市場経済国の規定を追加

2004 政令とガイドラインの改正

政令：「本邦の生産者」の範囲拡大、ガイドライン：手続きの迅速化、

透明化（支配関係、 FA、サンプリング、仮決定、約束等）

2009 1994年以降の大改正

FAの明確化、仮決定の要件明示、消費者・産業上の使用者等の意見

聴取等の政令改正、ガイドラインの整理と技術的修正

2011 ガイドラインの改正（申請をしやすい園内生産者の要件）

2016 政令の改正（申請に関わる製品を生産している者が過半数以上とい

うのが2以上となる）

2017 政令とガイドラインの改正（申請者の提出書類を減少さぜ、申請要

件を緩和）

出所：著者作成
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表4主要国の産業内貿易指数必（1959-1985)

1959年 1964年 1970年 1975年 1980年 1985年

日本 17 21 26 19 19 23 

アメリカ 40 40 53 57 57 54 

フランス 45 60 67 65 67 74 

西ドイツ 39 42 54 52 57 63 

出所： Lincolin(l990)p.47.

48産業内貿易指数とは、｛（輸出額十輸入額）－｜輸出額一輸入額｜｝／（輸出額十輸入額）×

100で定義され、 0から 100までの数値を取る。 0は産業内貿易が全く行われないことを

示し、 100は輸出額と輸入額が同額であることを示す。
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表5 日本の AD手続きの日数

調査 件名 申請か 調査開 調査開

開始 ら調査 始から 始から

年 開始 仮決定 確定

1991 フェロシリコマンガン 52 同 432 

1994 綿糸 60 532 

2001 ポリエステノレ短繊維 54 ー 433 

2007 電解二酸化マンガン 86 410 487 

2012 カットシート 50 362 

2014 トルエンジイソシアナート 59 293 424 

2015 水酸化カリウム 53 304 434 

2016 高重合度ポリエチレンテレフタレート 24 308 448 

2017 炭素銅製凸合わせ溶接式継手 25 252 348 

2019 トリスホスフェート 52 242 356 

出所：官報より著者作成
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表6 ダンピング・マージン（DM）と AD税率

調査 対象国 (1）申請者の申 DM  (2）税率 (2) AD調査

開始 告した DM (1) 手法

年 最大値

比較

フェロシリコマンガン

1991 中国 54.8～76.1 4.5～27.2 0.36 

ノルウェー 。 。

南アフリカ 。 。

綿糸

1994 ノfキスタン 33.8 。～9.9 0.29 

ポリエステル短繊維

2001 韓国 32.5 。～13.5 0.42 

台湾 8.8 10.3 1.17 FA 

電解二酸化マンガン

2007 オーストラ 24.6 40.7 29.3 1.19 

リア

南アフリカ 59.91 18.l 14.5 0.24 

中国 20～30 42.7～73.8 34.3～46.5 1.55 NME 

スペイン 46.98 16.9 14.0 0.30 

トルエンジイソシアナート

2014 中国 50.4 74.64 69.4 1.38 NMEFA 

水酸化カリウム

2015 韓国 56.8 59.95 49.5 0.87 FA 

中国 81.5 91.66 73.7 0.90 NMEFA 

高重合度ポリエチレンテレフタレート

2016 中国 20.07～38.54 40.41～53.85 39.8～53 1.38 NMEサ

ンプリ

ング

炭素銅製凸合わせ溶接式継手

2017 中国 10～30 60.84 57.3 1.91 NMEFA 

韓国 60～80 43.51～73.51 41.8～69.2 0.86 FA 

トリスホスフェート

2019 中国 30～60 40.73 37.2 0.62 NMEFA 

出所：各調査事例の官報および中間・調査報告書より著者作成
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表7 戦後日本の AD申請者と産業構造政策との関連

調査開始年 品目 申請者 特徴

1982 綿糸 日本紡績協会 特安法

1984 フエロシリコン 日本フエロアロイ 特安法産構法

協会

1988 ニット製品 ニット工業組合連 特安法産構法

合会

1991 フェロシリコマンガン 日本フエロアロイ 特安法産構法

協会 円滑化法

1994 綿糸 日本紡績協会 特安法 円滑化

法

2001 ポリエステノレ短繊維 帝人（株）・東レ 特安法 産構法

（株）（株）クラレ・ 円滑化法

東洋紡績（株）ユ

ニチカファイパー

（株）

2007 電解ニ酸化マンガン 東ソー（株）・東ソ

一日向（株）

2012 カットシート 製紙会社8社 産構法

2014 トルエンジイソシアナ 三井化学（株）

ート

2015 水酸化カリウム カリ電解工業会

2016 高重合度ポリエチレン 三井化学（株）・三 産構法

テレフタレート 菱化学（株）・日本

ユニベット（株）・

越前ポリマー（株）

2017 炭素鋼製突合わせ溶接 （株）ベンカン機

式継手 －日本ベンド

（株）・古林工業

（株）

2019 トリスホスフェート 大八化学工業（株）

2020 炭酸カリウム カリ電解工業会

出所：官報及び岡崎（2012）より著者作成

特安法：特定不況産業安定臨時措置法（1978～1983)

産構法：特定産業構造改善臨時措置法（1983～1988)

円滑化法：産業構造転換円滑化法（1987～1996)
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表8 AD確定税平均関税率

企業数 平均関税率（%）

全体 365 22.22 

第 3期 287 14.17 

第 4期 78 51.82 

手法別

市場価格 14 4.94 

第三国市場価格 7 10.26 

構成価格 全体 22 10.28 

第 3期 19 2.42 

第 4期 3 60.07 

FA 全体 314 23.37 

第 3期 248 14.25 

第 4期 66 56.05 

NME 全体 85 48.50 

第 3期 31 45.71 

第 4期 54 50.11 

国別

中国 103 43.60 

韓国 50 33.61 

オーストラリア 2 29.3 

南アフリカ 4 14.3 

スペイン 2 14 

台湾 13 10.3 

ノfキスタン 188 9.22 

ノルウェー 1 。
フィリピン 4 。

品目別

鉄鋼 47 43.76 

繊維 231 9.57 

化学 62 45.16 

プラスチック 21 49.69 

データの出所：官報と付属資料より著者作成
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